
 

事 務 連 絡 

令和３年９月１６日 

 

各地方公共団体（各都道府県、各市町村、各事務組合等） 

公立専門学校に係る高等教育の修学支援新制度担当課  

各地方公共団体（各都道府県） 

  私立専門学校に係る高等教育の修学支援新制度担当課  

専門学校を置く国立大学法人 修学支援新制度担当課  御中 

厚生労働省 

  社 会 ・ 援 護 局 障 害 保 健 福 祉 部 企 画 課  

  医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 

  労 働 基 準 局 安 全 衛 生 部 計 画 課        

  

 

 

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室  

高等教育局学生・留学生課高等教育修学支援室 

 

 

専門学校における生徒の適切な募集活動の徹底等について 

 

 

高等教育の修学支援新制度では、大学等における修学の支援に関する法律（以下、「修

学支援法」という。）に基づき、一定の要件を満たすことの確認を受けた大学等（確認

大学等）対象機関とすることとしており、令和３年８月３１日付けにて、文部科学省ホ

ームページに、各地方公共団体等による確認大学等の一覧等を公表したところです。 

また、修学支援法においては、確認大学等が確認要件を満たさなくなったときは、当

該確認大学等に係る確認を取り消すことができることとされており、令和３年８月３１

日付で確認の取り消しを行った大学等についても、同ホームページで公表しています。 

ついては、下記の内容について、各地方公共団体におかれては所管の専門学校に対し

て、各都道府県に置かれては所轄の専門学校に対して、国立大学法人におかれてはその

設置する専門学校に対して、厚生労働省におかれては所管の専門学校に対して周知され

るようお願いいたします。 

 

記 

 



 

１．確認が取り消された学校について 

  文部科学省が担当する機関要件の確認において、確認が取り消された学校に対し別

添の参考資料１のとおり通知しているところです。このことも踏まえ、以下の点につ

いて周知します。 

 （１）以下の内容についてホームページ等により周知し、確認を受けた学校であるか

否かについて誤解を招きかねない情報の発信を厳に慎むこと。 

 ア 確認が取り消されたこと。 

イ 取消しの効力発生が令和４年３月３１日であること。 

 （２）以下の点に十分留意の上、現に在学する者等に対し丁寧な説明及び対応を行う

こと。 

ア 取消しの効力発生日までに、当該確認大学等に本新制度の対象者として認

定された者が在学しているときは、その者については、当該確認を取り消さ

れた大学等を確認大学等とみなし、取消し以降も新制度の支援を受けること

ができること。 

イ 本新制度における授業料等減免、給付型奨学金の支給にかかる諸手続きに

ついて、引き続き遺漏のないよう対応をすること。 

（３）機関要件確認者は、取消しの日から起算して３年を経過した日以降でなければ

確認を行うことができないことに留意すること。 

 

２．生徒の適切な募集活動の徹底等について 

  このことについては、「専門学校における生徒の適切な募集活動の徹底等について

（令和２年３月２７日付け通知）」（「参考資料２」参照）において周知しているとこ

とですが、あらためて、以下の点について周知します。 

（１）誤解を招きかねない情報発信の是正 

   修学支援新制度における確認を受けた専門学校であるか否かについて、誤解を

招きかねない情報の発信を厳に慎むこと。 

   また、非対象機関において、入学希望者等から自校が対象機関であるか照会を

受けた場合や、日本学生支援機構が入学希望者に発行する奨学生採用候補者決定

通知（修学支援新制度の支援対象者としての要件を満たすことを証するもの）の

写しの提出を受けた場合等においては、非対象機関である旨を速やかに当該者へ

伝えること。 

（２）進学先の変更を希望する生徒に対する配慮 

   別の専門学校への入学を希望していたが、当該校が修学支援新制度の非対象機

関であることが判明し入学を断念した生徒から、対象機関に対して入学の相談が

あった場合には、当該対象機関においては、追加試験の実施や入学手続き期間の

延長等、受け入れに当たって柔軟な対応をお願いしたいこと。 



 

（３）確認が取り消された専門学校からの転学等を希望する生徒に対する配慮 

   確認が取り消された専門学校の生徒で、取消しの効力発生日以降、新たに支援

を必要とする者については、当該校では新制度による支援を受けることができな

いことから、当該生徒が他の対象機関への転学等を希望する場合で、当該対象機

関に対して転学等の相談があった場合には、当該対象機関においては、受け入れ

に当たって柔軟な対応をお願いしたいこと。 

 

 

 

 

 

 

 

（本件問合せ先） 

【各都道府県、各市町村、各事務組合等】 

文部科学省 高等教育局 

学生・留学生課 高等教育修学支援室 

電話：03-5253-4111（代表）（内線：3958、3280） 

e-mail：koto-syugaku-chihou@mext.go.jp 

 ※お問合せは、メールにてお願いします。 

 

【上記以外】 

文部科学省 高等教育局 

学生・留学生課 高等教育修学支援室 

電話：03-5253-4111（代表）（内線：3496、3351） 

e-mail：kikanyouken@mext.go.jp 

 ※お問合せは、メールにてお願いします。 

mailto:koto-syugaku-chihou@mext.go.jp
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事 務 連 絡 

令和３年８月３１日 

 

 

学校法人○○○○ 理事長 殿 

 

文部科学省 高等教育局 

学生・留学生課 高等教育修学支援室 

 

 

大学等における修学の支援に関する法律第１５条第１項に基づく 

確認の取消しにかかる留意点について 

 

 

令和元年９月２０日付けで大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８

号）第７条第２項に基づく確認を受けた大学等について、同法第１５条第１項第一号の規

定に基づき、令和３年８月３１日付けで確認大学等の確認の取り消しを行いました。これ

に関して下記のことについてご留意の上ご対応をお願いします。 

 

記 

 

（１）以下の内容についてホームページ等により周知し、確認を受けた学校であるか否

かについて誤解を招きかねない情報の発信を厳に慎むこと。 

①確認が取り消されたこと。 

②取消しの効力発生日が令和４年３月３１日であること。 

 

（２）以下の点に十分留意の上、現に在学する者等に対し丁寧な説明及び対応を行うこ

と。 

①取消しの効力発生日までに、当該確認大学等に本新制度の対象者として認定さ

れた者が在学しているときは、その者については、当該確認を取り消された大

学等を確認大学等とみなし、新制度の支援を受けることができること。 

②新制度における授業料等減免、給付型奨学金の支給にかかる諸手続きについて

引き続き遺漏のないよう対応をすること。 

 

（３）機関要件確認者は、取消しの日から起算して３年を経過した日以降でなければ確

認を行うことができないことに留意すること。 

 

（本件問合せ先） 
文部科学省 高等教育局 
学生・留学生課 高等教育修学支援室 
電話：03-5253-4111（代表）（内線 3496、3351） 
e-mail: kikanyouken@mext.go.jp 

参考資料１ 








